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１．比較して物を買うということ 

 買い物をするときに、メーカー名や値段をさほど気にしないのは、いわゆる日用品の類で

ある。スーパーやコンビニで物も買うときには、まずは商品のもつ特性や機能が優先される

のであって、購入時に他店の同一商品の価格を比べてからという行動には繋がりにくい。例

えばボールペン 1本買うのに、他のスーパーを巡って値段を比較するという消費行動を通常

はしない。無論 1円でも安いものを求める消費者も中にはあるに違いないが、数百円やそこ

らの商品に時間と労力を費やすのは、かえって損だと思うのが普通だ。 

 しかしながら、これが数十万円、数百万円もして、そう頻繁に買い換えるものでもない耐

久消費財または高額商品といわれるものについてはどうか。もし家電製品であれば、大型家

電専門店で多くの競合品から、自分のニーズに叶い、かつ性能対価格バランスで最もコスト

パフォーマンスのよいものを選ぶ。ましてや、自動車のようなものになると、スペックや値

段の比較に留まらず、実際の乗り心地や走行性能といった面についても、実際に試乗までし

て購買を決意するのではなかろうか。家電製品の値段はせいぜい数十万円、自動車といえど

も数百万円である。 

しかるに、不動産の次に高い買い物といわれている生命保険の場合、いかなる消費行動を

とっているのだろうか。家電製品や自動車の場合と同じように、いろいろな生命保険会社の

保険商品の比較購買をしているのだろうか。もちろん答えは、否である。 

２．保険はなぜ比較して契約しないのか 

 言わずもがなだが、消費における大原則は「比較購買」である。ところが、生命保険とい

う商品の購入時にはほとんどの契約者が、そのような消費行動を取らない。というより、正

確に言えば、比較したくてもできない環境下にある。生命保険という商品のもつ特性、①目

に見えない（直感的に分かりにくい） ②保険という仕組みの難解さ ③適正な保障額の論



【創立 70 周年記念大会】 
シンポジウム  
レジュメ：亀甲 美智博 

拠があいまい ④契約形態で税制が変わる ⑤死亡時対応といったネガティブなイメージ 

等々があって、消費者が保険購買に対し、いささか腰が引けているというか、消極的である。

片や、積極的に比較をしつつ、最適でかつ最も効果の高い商品を選定したくても、自ら保険

商品に関する情報を入手するチャネルが整備されていないうえに、自ら保険会社にダイレク

トに資料請求しても、各社の情報を整理分類してランキング付けするといった専門知識を持

ち合わせている方はほとんどいない。要は、身近に保険の比較をしてくれる販売チャネルで

もない限り、自分で比較するには物理的なハードルが高いという状況なのである。 

３．保険販売チャネルの実態 

 保険料を比較してくれる販売チャネルとしては、複数社の保険会社を扱う乗合代理店があ

る。20 社あまりの保険会社から、お客様の要望にそって最適な保険を選択できるというこ

とを看板に掲げている、来店型保険ショップもかなり多く出店しつつある。では実際に、20

社数十パターンの商品を瞬時に比較する体制が整っているのであろうか。もし顧客のリスエ

ストに対し、瞬時に保険料や解約返戻率のランキングが出せるようであれば、それに基づい

て顧客は自分でどの保険会社の商品にするかを判断できることになる。しかし現実は、その

ような仕組みを作り上げている代理店はレアケースである。むしろ売りたい商品を予めライ

ンアップしておいて、あたかも 20 社から厳選したかのようなイメージで販売している代理

店が一般的ではないか、と思われる。 

 というのは、保険料を比較するということ自体が、極めて難易度の高い作業であるため、

各社の保険料を瞬時に比較検索できるようなシステムの開発が不可欠だからである。いわゆ

る、保険料のデータベースを構築せざるを得ないのだが、数十の保険会社の保険料や解約返

戻金の数値をどうやってデータベース化するかという大きな難題が生じるのである。単独の

代理店 1 社で、この問題に立ち向かおうとすると、①システム開発 ②保険会社保険商品情

報の出力 ③同情報のシステムへの入力 ④訂料時のメンテナンス といった技術面、費用

面の負担がかなりのものになる。 

 これらの難題を業界全体で解決するには、保険会社全体で保険料を情報開示する共通のプ

ラットフォームの開設が求められる。しかしながら現状では、そのような動きは難しいよう

だ。保険業界全体で今後の消費者への情報開示に関しての、共通理解を築く必要があるが、
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各社の保険料の優劣を開示することへの抵抗も想定され、そう簡単に業界コンセンサスが得

られるとは思えない。 

4．弊社の保険比較販売への取組み 

 このような状況なので、顧客自らが各社の保険料を比較して保険選択をするには、できる

だけ多くの保険会社の保険料率等の情報を、代理店サイドでデータベース化するしか方法は

ないと考えられる。そこで、弊社では 5 年以上前から、乗り合っている 25 社の生命保険会

社の各社の設計システムに基づき、保険商品を一旦設計書として印刷し、その打出された数

値を、一つずつ手作業にて自社のコンピュータにデータ入力した。その結果、約 200 万件の

保険料（保険種類も主要なものはほとんどカバーした）について、インターネット上での条

件検索が可能になった次第である。その結果、全国どこにいてもいつ何時でも、弊社のサー

バーにアクセスすることで、保険料の一括検索が可能となったのである。このようなシステ

ムを構築することなしに、保険料を比較するということは容易ではない。データベースのな

い代理店では、その都度、各社の保険料設計システムを利用して、それぞれの保険料や解約

返戻金を調べるという、作業を余儀なくされる。顧客から保険料の試算を依頼されてから、

このような手法で保険料比較を行なっていては、到底実用に耐えられるものではない。予め、

各社の数値をデータベース化して初めて、保険料の即時比較といったことが可能になる。 

5．インターネットの保険料比較検索 

 一般の消費者が自ら保険料の比較を行う場合、インターネットを利用した比較サイトに情

報を求めるケースがままある。実際、多くの保険代理店やＦＰ紹介業者がそのようなサイト

を開設している。保険料の比較と謳ってはいても、そのほとんどは募集文書の登録不要な通

販の認可をとった商品のみであったり、仮に募集文書の認可を取っていても、条件の異なる

ものを同列に扱っていて、消費者に誤解を与えかねないものも数多い。ひとことで言えば、 

「商品の比較ではなく陳列している」という状況である。比較するというのは、保険金額、

保険期間、保険料の払い方、等々の条件をそろえて初めてランキングできるのであって、異

なる性質のものを並べて、保険料の高い安いを論じても、全く意味のないことである。保障

の内容や条件が異なる商品も多く、その場合は内容を同一にするために、特約をはずしたり

付加したりという操作が必要になる。保険会社によってはそれらパーツの脱着が不可能なも

のもあり、条件をそろえるといったことすら、実際は容易ではない。 
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ということで、現在のインターネット上の保険料比較は、ほとんど消費者の役には立ってい

ないし、むしろ誤解したり、ミスリードされたりするケースも多いと考えられる。 

6．保険料比較の実例 

 40 歳男性「10 年定期保険」「終身医療保険保険料」「終身医療保険実質保険料」の例。 
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７．保険料比較することの意義 

 生命保険は目に見えないものだけに、消費者が手にとってその商品の価値を見定めること

ができない。更に専門用語が多く、ふだん保険について学ぶ機会のない素人には極めて分か

りにくい上に、税制や国の福祉制度なども絡んできて、どの選択肢が最適かなどということ

は、よほどの金融リテラシーがないと、理解ができない。 

そのような中、同一条件下で保険料のランキング情報を知ることは、少なくても機会損失

を防止することに繋がるのではないだろうか。40歳男性の事例で、1 億円の定期保険に加入

するケースで比較してみると、最も安い保険料（非喫煙優良体）だと年間の保険料が 19 万

円で済むのに対し、最も高い保険会社では倍の 40 万円を超えるのである。なぜそのような

差が生じるかといえば、リスク細分料率を適用する保険会社とそうでない保険会社があるた

めである。年間の保険料で 20 万円の差が生じると、10 年間では 200 万円の差になり、契約

者にとって保険料を比較して保険加入をする意義は極めて大きい。 

金融ビッグバンでは、「自由」「公正」「国際的」マーケットの確立が基本的な原則とし

て掲げられた。と同時に消費者には「自己責任」、金融業者には「ディスクロージャー＝情

報開示」を要求したものであった。保険契約者に自己責任を要求するのであれば、当然保険

会社は保険料の比較について、より情報開示の方向に進むべきだし、代理店もより積極的に

保険料の比較をすべきである。保険販売チャネルである乗合代理店が、「保険会社の代理

店」から「お客様の代理店」になれるチャンスでもあると思う。保険業法の立法の主旨は、

まさに「競争原理の導入」と「情報開示」が同時になされることであり、それに沿った「保

険料の比較」は避けては通れぬ、時代の要請でもあろう。 


